
6月13日 第3回こども居場所部会 関係団体ヒアリング

１ 事務局について

認定ＮＰＯ法人山口せわやきネットワーク

代表 児玉頼幸（元県職員、2021年4月から常勤）

2003年設立 山口市市民活動支援センター（受託運営）

2016年 子どもの貧困問題に取り組む「こども明日花プロジェクト」開始

＜目的＞ 大人が子どもたちを見守り支える地域づくり（子どもの地域包括支援の仕組みづくり）

ファンドレイジング（寄付等）により、行政に頼らない「資金調達」

＜活動＞ ・学習支援 山口市内５カ所 毎週土曜・昼食付き

・居場所づくり 〃 １か所 毎週土曜・夕食付き

・こども食堂 〃 ３か所 毎月１回

・学校朝ごはん 〃 ２中学校 毎週水曜・朝食

   ・「日本財団子ども第三の居場所・萩拠点」居場所・学習支援・こども食堂

・コロナ禍のひとり親家庭等への食支援など

中間支援：・子どもの貧困問題（研修、人材育成）

・こども食堂サポート事業（県委託事業）→ 山口県こども食堂支援センター

「こども食堂」 発表者：山口県こども食堂支援センター
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２ 「山口県こども食堂支援センター」委託事業について

（１）「こども食堂」の取組

2018年5月「広がれ、こども食堂！全国ツアー（山口）」開催

講師：湯浅誠さん「黄信号・赤信号」「こども食堂の運営者を支援する仕組みが必要」

気付き「こども食堂は、地域の大人たちが子どもたちを気遣い、見守る（支える）きっかけづくり、

仕組みとなり、子どもの貧困（困窮、孤独や孤立）を防ぐ地域づくりにつながる」

2018年12月 山口市内にこども食堂３カ所開設、県内のこども食堂などへの中間支援開始

2019年４月 山口県こども食堂サポート事業 公募

（２）こども食堂サポート事業（委託事業）

山口県「３年後に県内のこども食堂を１００カ所にする」参考：2019年6月時点、55カ所

＜提 案＞

・県としての「こども食堂応援メッセージ」発信

・市町村、市町村社協の「こども食堂担当課」明確化

・保健所等への手続きの明確化・簡素化

・行政や関係団体、企業等による「推進会議」設置

・県内の運営者によるネットワーク組織の構築

＜仕様書＞

・開設や運営の相談対応体制

（統括・地区推進コーディネーター）

・開設準備セミナー、個別相談会の開催

・こども食堂マップの作成

・開設・運営マニュアル

・こども食堂ネットワーク会議



年度 山口県 全 国

2016年     7カ所   319カ所

2018年   24カ所 2,286カ所

2019年   55カ所 3,718カ所

2020年   85カ所 4,960カ所

2021年 110カ所 6,007カ所

2022年 140カ所 7,363カ所

現在 170カ所

＜実 績＞
・山口県知事「こども食堂応援宣言」2019年10月
・各市町「こども食堂」担当課をホームページ掲載
・「こども食堂登録制度」（保健所等手続き簡素化）

新規開設は、ほぼ「登録」（助成事業の要件）
・相談支援体制
統括コーディーネーター １人
地区推進コーディネーター ９人（運営者等）
開設相談、物資等の配分、地元市町等との連携を担う

・開設セミナー等（県内全市で実施済み）
開催地の市と市社協に後援と協力要請（周知と運営など）

2021年度末 県目標「100カ所」達成

山口県委託開始・ネットワーク組織
全国こども食堂支援センターむすびえ

（注）箇所数は山口県こども食堂支援
センター、全国こども食堂支援セン
ターむすびえの数値から参照



３ 山口県こども食堂・子どもの居場所ネットワーク

設立：2019年10月14日

代表：金子淳子（みんにゃ食堂：宇部市）

目的：

・こども食堂どおしの情報交換・相互連携、開設支援

・研修事業（食品衛生など）、情報発信、共同事業

・企業や団体等からの寄付の受け皿

・県や市町に政策提案・調整、企業・団体等支援要請

実績：

・食品衛生や感染症対策等の研修会

・保険料や食品衛生研修会参加費の助成

・県下一斉フードパントリー（2021年以降、年２回）

むすびえ助成金等を活用して県全域で実施

全市町・市町社協に協力要請

・フードバンク山口、丸久（スーパー）、ＪＡ山口県

企業等から寄付の受入と配付

・むすびえや他県ネットワークとの情報交換・連携

・県や市町「地域福祉計画」に「こども食堂」記載提案



市町名 箇所数

下関市 ３１

山陽小野田市 ３

美祢市 ６

宇部市 ２２

山口市 ２８

防府市 １７

周南市 ２１

下松市 ８

光市 ６

柳井市 ３

平生町 ２

田布施町 ２

和木町 １

岩国市 １１

周防大島町 ２

萩市 ５

阿武町 １

長門市 １

合計 １７０

2023年5月
山口県こども食堂
支援センター調査

４ こども食堂の増加の要因

山口県こども食堂支援センターまとめ

○県知事名「こども食堂応援宣言！」

県知事の明確なメッセージ

○県こども食堂サポート事業（委託事業 2019年度～）

相談支援体制の整備（コーディネーターによる個別対

応や地元行政への対応等）

○企業・団体等の支援

㈱丸久、NPO法人フードバンク山口、ＪＡ山口県など

からの食料品支援、企業寄付など

○こども食堂登録制度

保健所等との連携づくり（144/170カ所）

○市町・市町社協の理解促進と協力要請

開設セミナー、県下一斉パントリーなどへ協力

○各種助成金制度（特にコロナ禍）

山口県こども子育て応援ファンド

山口県共同募金会など



こども食堂はこんな場所（機能）

こどもたち

・みんなでご飯を食べるところ

・一緒に遊べるところ

・いろんな大人たちと出会うところ

・お兄ちゃん、お姉ちゃんに勉強を
教えてもらうところ

・安心して過ごせる場所・時間

・いろんな体験ができるところ

・子どもだけで行けるところ

・不安や心配を口に出すことができる

・相談できる大人たちがいるところ

・困ったら、助けてくれるところ

・お手伝いさせてもらえるところ

おとなたち

・お節介力を発揮するところ

・地域の新しい出会いの場

・昔の付き合いを取り戻す場

・知り合って、互いを思いやる場

・寄付したり、野菜を持ち込めるところ

・子どもと一緒にご飯を食べれれるところ

・子どもの笑顔を触れ合えるところ

・子どもたちから元気をもらえる場所

・子どもたちのために、力を出せる場所

「子どもにとって、大人にとって、大切な居場所」

「何か、楽しい場所」

「人をつなぎ、地域をつなぐ場所」



子どもに関わる関係者（ステークホルダー）との連携

親子ども

病院・歯科医

小中学校・高校
担任、養護教諭

保育所

学童保育

スポーツ少年団

児童相談所

子ども会

民生委員・主任児童委員

保健所・保健師

地域交流センター

スクールソーシャル
ワーカー（ＳＳＷ）

学習ボランティア

ＮＰＯ法人

調理ボランティア

協力企業・団体
（食料品等）

市教育委員会 市児童家庭担当課

警察

小中学校ＰＴＡ

市社会福祉事務所

（学校のプラットフォーム化）→ ←（事業委託）

↑↓（情報交換・連携）

（拠点・相談員サポート）
↓

幼稚園

←（虐待
防止）

市社会福祉協議会

社会福祉法人

自治会

コミュニティスクール

地区社協 母推・食推

こども食堂・地域食堂



５ 現状の課題と「中間支援」としての取組

・コロナ禍で活動休止、あるいは最近は「持ち帰りのみ」で、５類移行後の「会食」再開

→ 感染対策、高齢者等への配慮など、を踏まえた「会食」実施を支援

→ 「会食」に向けた会場やボランティア確保、資金（不安を取り除く）

→ 「会食」により、居場所としての機能

・コロナ禍で出会った、困窮など課題を抱えた家庭への対応

→ 課題対応：行政や関係機関等へのつなぎ方、福祉専門人材との連携

→ 食品等支援の継続の必要性

・こども食堂の機能強化（個別対応、学習支援、体験など）への対応

・行政や社協等関係団体等の理解促進と連携強化

→ 県や市町の「地域福祉計画」に「こども食堂」を明記（機能、役割）

→ 市域ネットワークによる地元の行政や社協、団体等との連携

・企業や団体等に対する寄付やボランティアの呼びかけ

→ 県域団体、市町内、個別企業・団体へのアプローチ（社会貢献）

→ 社会福祉法人の地域貢献事業への提案



行 政 支援センター（委託等）
地域ネットワーク
（県・市）

開催周知・利用促進
広報誌等への掲載
学校等でのチラシ配布

行政（教委含む）への働きか
け

（市）市町・社協・学校等と
の連携

普及啓発・理解促進
応援メッセージ こども食堂の情報発信

ボランティア募集など
各種団体、企業等と連携協定
共同事業の実施（県下一斉）

安定運営（継続）
個別こども食堂への助
成制度（開設等）

助成金情報等の提供
個別寄付のマッチング

企業等からの寄付の受皿（物
資・資金等）
民間助成金等の活用

リスク管理 保健所等との連携
保険加入促進
食品衛生・感染症対策研修会

保険料、食品衛生研修会参加
費の助成

安心安全な居場所
社協、民児協、社福士
会等への呼びかけ

運営者研修会・交流会
ボランティア研修会
伴走支援に関する研修

こども食堂等からの問題提起
やフィードバックをまとめ、
マニュアルとして共有

機能強化（相談・学
習支援・見守り等）

関係部署との連携
主任児童委員・ＳＳＷ等との
連携促進

むすびえや他県ネットワーク
からノウハウ・情報収集

位置づけの明確化
子どもの居場所事業化
「地域福祉計画」記載

子ども支援部門・地域福祉関
係部署との連携

行政等への働きかけ



これからの活動について

〇こども食堂への理解促進・普及啓発

地域のお節介が子どもや子育て家庭などに安心を与え、

子どもの居場所をつくる

〇地域の福祉関係者などとのつながり（相談と支援）

地域の資源をつなげ、巻込む

〇地域で見守り支える仕組みづくり

こども食堂で出会い、つながり、支え合う

＝「地域福祉」の機能を発揮



＜情報提供＞2023年5月31日朝日新聞（山口版）

コープやまぐち第17回「女性いきいき大賞」最優秀賞（山口県知事賞）下関市「Kananowa」

次頁に続く





こども食堂応援宣言 
 

 「こども食堂」は、食事の提供を通じて、様々な

家庭環境にある子どもたちの多様な学びや体験の

場となるほか、地域での見守りの機能を果たすな

ど、家庭や学校に次ぐ第３の居場所となりうるも

のとして、重要な役割を担っています。 

 また、「こども食堂」の開設・運営を通じて、「こ

ども食堂」が高齢者や障害者を含む地域住民の交

流拠点に発展する可能性があるため、全ての人々

が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うこ

とができる「地域共生社会」の実現に向けて大きな

役割を果たすことが期待されています。 

 こうした取組が、子どもたちのより身近な場所

として、更には、地域住民の交流拠点として県内各

地域に広がりますよう、地域、関係団体、企業、行

政など、多くの皆様方の力を結集し、全力で「こど

も食堂」を応援します。 
 

令和元年１０月１４日 
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